おはようございます。連合山形第27回年次大会に参加いただきました代議員、傍聴者の皆さん、大変ご苦労様です。

また、本日は、連合本部・高橋副事務局長、市川山形市長、民主党県連・加藤幹事長代理、社民党県連・吉泉代表はじめ、多くのご来賓の皆様にご臨席賜り、厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。そして、様々な機会に取材・報道いただいた報道機関の皆様に御礼申し上げます。なお、吉村知事は公務のため午後にあいさつをいただきます。
さて、連合山形は、デフレ経済からの脱却、格差社会の是正、非正規労働者を含めたすべての働く者の幸せを実現するために、この一年間全力で取り組んでまいりました。以下、重点課題に触れながら挨拶とさせていただきます。
第一に、賃金引上げの取組みです。
連合は12月2日の中央委員会で春闘方針を決定しますが、すでに、ベースアップは2％以上、中小の賃上げ重視という基本構想を公表しました。今年の春闘は、久しぶりのベースアップ要求によって、月例賃金、一時金ともに賃上げがすすみ、民間の賃上げが公務員の人事院勧告や人事委員会勧告にも反映するなど、官民ともに大きな成果がありました。しかし、消費税増税や物価上昇に追いつくものとはなっていませんので、2014春闘のいい流れを引き継いで、2015春闘においては「生活防衛」の賃上げを勝ち取っていかなければなりません。特に、地方や中小の賃上げを推進するためには、統一要求ととともに統一行動の配置が必要だと考えます。統一行動の配置がないと、都市と地方、大手と中小の格差は間違いなく拡大していく懸念があり、そうならないような連合本部の方針提起を求めたいと思います。

連合山形は、この3年間、中小労組に足を運ぶ取組み、最低でも要求書を提出する取組み、交渉力の強化を重視してきました。十分とは言えませんが、一定の成果が表れており、この年次大会終了後から直ちに中小労組支援の取組みに着手したいと思います。

第二に、最低賃金引上げの取組みです。今年は3万人を超える県民の署名も提出し、Ｄランクでは全国で最高の15円の引上げを勝ち取り、10月17日から時給680円となりました。この4年間で49円、8%の賃上げを勝ち取ることができたのは、民主党連立政権の誕生と連合の粘り強い取組みの成果です。しかし、人間らしい生活ができる最低賃金とはなっておらず、早期の800円到達、1000円実現が求められており、署名運動や街頭行動、さらには経営者団体との対話行動を強化していきます。

第三に、労働者保護ルール改悪阻止の取組みです。

労働者派遣法の改悪、残業代をゼロにするホワイトカラーエグゼンプション、正社員とは名ばかりのジョブ型正社員制度の導入などを阻止するために、この間、全国リレー行動を展開しています。連合本部では、院内集会や座り込み行動も連続して取り組んでいます。私は、全国リレー行動、院内集会、座り込み行動などの連合本部の連続した取組みを高く評価をしたいと思いますが、自民党は強行採決も辞さずの姿勢であり、法案阻止に向けたなお一層の取組みが求められています。
第四に、公契約条例制定の取組みです。公共事業入札などにおけるダンピング競争による賃金・労働条件の悪化、公共事業の質の低下に歯止めをかけるため、全国に先駆け2008年に山形県公共調達基本条例が制定されましたが、最低賃金が盛り込まれていません。今、全国各地で、公契約条例の制定が進み始めています。市川市長のリーダーシップのもと、山形市における公契約条例制定の取組みが行われましたが、関係業界の抵抗が強く、2回の継続審査を経て、6月議会では否決となりました。連合推薦議員の皆さんからも大変な努力をいただきましたが、採決において一部推薦議員が退席するということがあり、賛成していただけなかった場面がありました。このことは、公契約条例制定が連合本部の数多くの政策要求のなかで9つの最重点事項の一つになっていることを踏まえたとき、極めて遺憾と言わざるを得ません。連合山形としては、来春の統一自治体選挙以降に、再度戦略を練り直して、引き続き取り組んでいかなければならないと考えています。

五つ目に、組織拡大の取組みです。「なんでも労働相談ダイヤル」、地域協議会での定期的な労働相談ダイヤルが定着し、労働相談からのユニオン加入や組織拡大が行われてきました。昨年からは具体的なオルグリストを作成し、連合本部、連合山形、地域協議会、構成組織の四者が連携を取りながら、取組みを強化してきましたが、まだ、大きな成果は出ておらず、今年一年間では組織が減少しています。10月8日の組織拡大委員会において三か年で3000人の組織拡大計画を決定しました。危機感を持ち、来年度こそ、組織拡大の成果があるように全力を挙げなければなりません。
六つ目に、若者の雇用確保と若者に対する労働教育です。今、日本全体でも山形県においても、最大の課題は、人口減少にどう歯止めをかけるか、若者の地元定住をどう推進するかであります。連合山形として10月6日に吉村知事に対し、来年度予算編成に関する要請書を提出しましたが、意見交換の場においても人口減少対策、若者定住化対策を課題としてきました。

山形大学人文学部での寄付講座、さらには高校生に労働者保護ルールを教える労働教育支援事業も3年目となりました。労働組合運動や協同組合運動について理解を深めてもらう、労働組合のイメージアップを図る、労働者保護ルールを知ってもらう取組みとして、組織内外から好評を得ており、労働者福祉協議会、教育基金協会、経済社会研究所など関係団体と連携し、より充実した取組みを行っていきます。

七つ目に、労働者自主福祉事業の取り組み強化についてです。

労働金庫も全労済も労働者の助け合い組織として、労働組合が立ち上げたものです。市中銀行や民間保険会社との競争の激化、組合員の減少などにより労働金庫や全労済の経営は厳しくなっていますが、だからこそ、採算制・コスト論重視の視点だけではなく、協同組合、助け合い運動の原点に帰り、連合山形が一歩前に出た運動展開が求められていると思います。昨年から、労働金庫運動や全労済運動の再強化に向け、労福協を軸に、シンポジウム、各地区講演会など様々な取り組みを始めていますが、より強化を図っていきたいと思います。
最後に、統一自治体選挙勝利、政治活動の強化についてです。

安倍首相は、自民党絶対多数を利用し、特定秘密保護法制定や集団的自衛権の解釈改憲を強行しました。アベノミクスは大企業や大株主、富裕層には恩恵をもたらしていますが、地方や中小企業全体には波及していません。夏以降回復するとされた消費は未だ回復していません。今回の急激な円安と株高は勤労国民の生活を一層不安定にする可能性があります。4日からは消費税10％引き上げの判断をするための有識者からの意見聴取が始まりました。
連合・古賀会長は新聞報道によると「超少子高齢化と人口減が急速に進む中で、社会保障と税の一体改革は待ったなしである。ただし、最低賃金引上げや職業訓練などの非正規雇用対策、給付つき税額控除による低所得者対策、議員定数の削減などに取り組むべきだ」と述べ、消費税を予定通り来年10月に引き上げることに条件付きで賛成を表明しました。地方や中小企業、勤労国民は円安による輸入原材料の値上げ、食料品の値上げ、燃料価格の高騰で苦しんでいます。かつ、社会保障制度充実のために使うはずであった消費税増税分が社会保障制度充実に使われていない現状があります。連合は、高齢退職者連合のＯＢの皆さんと一緒に、消費税増税分が社会保障制度充実にきちんと使われるという担保を取るための大衆行動を起こし、担保が取れないのであれば反対だというくらいでなければ「連合は誰の味方なのだ」と誤解を招いてしまう懸念がありますので、丁寧な説明を求めたいと思います。
そして、来春の統一自治体選挙は次期参議院選挙や解散総選挙、来年秋の山形市長選に向けた前哨戦にもなります。この間、民主党県連、社民党県連と連合山形で特に県議選の候補者擁立に向けた協議を行ってまいりましたが、候補者擁立数は増えていないのが現状です。組織内議員、推薦議員の拡大に向け、さらに努力を続けてまいります。候補者全員の当選が至上命題となりますので、すべての構成組織の力強いご支援、ご協力をお願いします。
本日は限られた時間ですが、「働くことを軸とする安心社会」を創るために、代議員の皆さんの発言で、方針を補強していただきますようにお願いし、執行委員会を代表しての挨拶といたします。どうぞよろしくお願いします。
